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東日本大震災津波からの復興加速化プロジェクト研究

◉共同研究者◉　宮古短期大学部/大志田憲、総合政策学部/高嶋裕一、八戸工業大学工学部/准教授　伊藤智也、いわてＤＥセンター/講師　榊
原健二、いわてＤＥセンター/所長　黒瀬左千夫、オートデスク社/マーケティング土木・公共担当　野坂俊二、一関工業高等専門学校/准教授
佐藤陽悦、宮古市都市計画課/課長　中村晃、陸前高田市/都市整備局長　山田壮史
◉参画機関◉　岩手県立大学、宮古市、陸前高田市、八戸工業大学、いわてDEセンター、オートデスク
社、一関工業高等専門学校
◉研究概要◉
　宮古市、陸前高田市、大槌町の都市計画課より都市計画データを提供して頂き、複数地域の復興計
画の３Dモデル化を行っている。平成26年度では、宮古市田老地区・鍬ヶ崎地区の３Dモデル化を行った。
今後、東日本大震災からの復興をより加速化するために、我々は以下の点に重点をおいて、研究を行っ
ていく。
１）合意形成の迅速化による復興促進
　復興計画図面では、計画内容が一般住民に分かりづらい（図１）。そのため、我々は復興計画の３Dモ
デル（図２）を作成し、住民説明会、情報プラザ等で利用する事で、合意形成の迅速化に貢献する（図３）。
２）人材育成、育成カリキュラム作成、セミナー開催
　復興計画の３Dモデル化が行えるCIM（※1）技術者を育成しながら、雇用創出や企業育成につなげ
ていく。
　※1　CIM：construction Information Modeling/Management の略。地形や道路等に対し３次
元のモデル化を行う取組み
３）被災地域への３D地図化の試みと先進的なモデルケースの実現
　岩手県内の民間企業、都市開発機構、ゼネコン、各自治体等と情報交換を行いながら、CIMの概念を
取り入れた３D地図化を試みる。

課題名　さんりく沿岸における復興計画の3Dモデル化と人材育成

図1 復興計画図面例

図2 宮古市鍬ヶ崎地区の3Dモデル化

図3 住民説明会（大槌町、宮古市）

研究代表者　ソフトウェア情報学部　土井　章男土井プロジェクト 【研究期間：H27.6～H29.3】

◉共同研究者◉　社会福祉学部　狩野徹、社会福祉学部　宮城好郎、社会福祉学部　細田重
憲、社会福祉学部　齋藤昭彦、社会福祉学部　佐藤哲郎、盛岡赤十字病院健診部/部長　鎌
田弘之、関東学院大学　教授　中野幸夫、㈱トラストバンク　池田清、盛岡市立病院　神経
内科長　佐々木一裕、日本遠隔医療学会　理事長　長谷川高志、看護学部　千田睦美、群馬
大学附属病院　助教　鈴木亮二
◉参画機関◉　岩手県、市町村（釜石市、一関市等）、岩手県社会福祉協議会、㈱NTTド
コモ、ヤマト運輸㈱
◉研究概要◉
①釜石市の鵜住居地区と平田地区で実証実験をしてきた重層的見守りの成果を行政や
医療・福祉関係者・市民に説明・広報することで理解を得て、釜石市が2025年までに
取り組む地域包括ケアシステム構築のなかで取り入れられるように働きかける。全市
的な見守りを対象とし、緊急通報システムなど釜石市で稼働している見守り情報をポ
ータルサイトにつなげ、その成果の実装を目指す。

②新たに一関市をフィールドとして、これまで開発してきた社会技術（重層的・一元的見
守りシステム）を活用して沿岸からの被災者の見守り体制を構築する。また、これと関連して一関市全域における地域包括ケアシステム
に資することができるよう、被災者以外の市民の孤立防止とコミュニティづくりについても実証実験を行い、その成果の実装を目指す。

③上記の取り組みをもとに、県内全域に重層的見守り体制を普及することを目指す。ポータルサイトが「おげんき発信」同様に岩手県社会福
祉協議会等の事業となる等、県域全体で利用できる体制構築について政策提言を行う。

課題名　ICTを活用した孤立防止と生活支援型コミュニティづくり－釜石モデルをもとに岩手県全域での普及を目指して
研究代表者　社会福祉学部　教授　小川　晃子小川プロジェクト 【研究期間：H28.6～H30.3】

◉共同研究者◉　宮古短期大学部 植田眞弘、総合政策学部 山本健、水産研究・教育機構 漁村振興、グループ長 宮田勉
◉参画機関◉　宮古市、岩手県水産技術センター、宮古地域の水産加工業者
◉研究概要◉
（１）【企業間の連携とシナジー効果の創出】岩手県沿岸地域の水産加工業は、小規模の地場企業を核
に地元の新鮮な原料と独自の製造技術を用いて高品質の加工品を製造・販売してきた。この構図を
基本的に維持しながら、産業としての競争力をより強化していくためにシナジー効果があがる企業
間関係の再編のあり方を、水平統合と垂直統合に分類して事業者、行政と連携しながら模索してい
く。また、漁協自営によるワカメ・コンブ等の加工・販売の対応について垂直統合による経営のシナジ
ー効果を評価する。

（２）【バリューチェーンの創出】地元産の水産加工品の販売促進を図るための有効な手法を事業者や
行政と連携して考察していく。この中で、既存の商品の平均単価と開発した新商品を比較すること
で経済的な効果として平均単価がどの程度上昇したのかについて効果を検証すると共に、今後の対応策について検討する。

（３）【what-if分析等リスク評価】（１）・（２）に関連して、漁業協同組合と水産加工業者との連携のあり方について、漁協自営による加工と加
工業者による対応に分類して検討を行う。価格の変動リスクを考慮した場合に、収益性にどの程度影響があるのかについて評価を行う。
そのことによって、主に販売対応としての新規事業に関するリスク評価を行う。

（４）【雇用創出効果の解明】産業連関表を作成して、水産業の再生・発展が雇用の拡大も含めて地域経済にどの程度の波及効果をもたらす
か推計する。

課題名　岩手県沿岸地域における水産加工流通業等のバリューチェーン強化による復興促進効果の解明
研究代表者　総合政策学部　准教授　新田　義修新田プロジェクト 【研究期間：H28.6～H30.3】
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釜石市平田地区における重層的見守り体制

平成23年度
震災復興研究　中間報告集

平成23～24年度
震災復興研究　研究成果報告集

平成24年度
地域協働研究　研究成果報告集１
平成24年度　教員提案型
　　　　　　地域提案型・前期

平成24～25年度
地域協働研究　研究成果報告集２
平成24年度　地域提案型・後期
平成25年度　教員提案型・前期
　　　　　　地域提案型・前期

平成平成2424 2525年度年度 平成25～26年度
地域協働研究　研究成果報告集３
平成25年度　教員提案型・後期
　　　　　　地域提案型・後期
平成26年度　教員提案型・前期
　　　　　　地域提案型・前期

平成25年度
地域政策研究センター

平成26年度
地域政策研究センター

平成27年度
地域政策研究センター

平成26～27年度
地域協働研究　研究成果報告集４
平成26年度　教員提案型・後期
　　　　　　地域提案型・後期
平成27年度　教員提案型・前期
　　　　　　地域提案型・前期

平成28年度
地域政策研究センター

平成27～28年度
地域協働研究　研究成果報告集５
平成27年度　教員提案型・後期
　　　　　　地域提案型・後期
平成28年度　教員提案型・前期
　　　　　　地域提案型・前期
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地域政策研究センター長あいさつ

地域政策研究センターの組織

　岩手県立大学は「県民の抱える課題・ニーズに向き合い、地域から頼られる“知の拠点”として、
県民の幸せの実現に向けて全学をあげて貢献していくこと。」をその設立の趣旨に掲げて開学し、
その姿勢を貫いております。当センターは本学のこうした「県民のシンクタンク」としての機能をより
充実・強化させるために、平成23年４月に設置されました。
　当センターは行政も含めた地域団体と連携して、それぞれの地域が抱えている固有で多様な課
題に対応できるように「１.震災復興研究部門」「２.地域社会研究部門」「３.地域マネジメント部
門」の三つの部門に分けて地域協働研究を進めてまいりました。この姿勢は今後とも堅持してまい
りますが、同時に、大震災から６年余が経過し、克服すべき新たな諸課題が次 と々浮かび上がって
いることを鑑み、東日本大震災からの地域社会の復旧・復興を対象にした調査研究活動大きな柱
と位置づける姿勢は守ってまいります。
　設置から６年が経過した本年度からは、当センター発足以来取り組んできた、地域から寄せられた課題を解決するため
の「方策を策定」することを主たる目標とした調査研究を「ステージⅠ」とし、新たに、これまでの成果である「方策」が具体
的成果をあげることを目指し、実際に地域に活用（実装）する活動を支援する「ステージⅡ」を導入しました。今後、こうした
具体的なアウトカムを求めた調査研究活動を拡大してまいります。
　大震災を風化させることなく、人口減少を伴った地域社会、地域経済の停滞という時代の趨勢に歯止めをかけるために、
市民団体や行政と協働して持続可能で活力のある地域社会の構築を目指して「県民のシンクタンク」として地域のニーズを
掘り起こすとともに、地域のニーズに寄り添った調査研究活動を拡大・強化してまいります。皆様方のご理解とご協力をお願
いいたします。

岩手県立大学地域政策研究センター長　植田　眞弘

研究審査･評価委員会
【研究課題の審査・採択・評価】

審査・評価

センター長

①　地方創生支援チーム（リーダー　植田眞弘）
②　盛岡市まちづくり研究所（所長　倉原宗孝［総合政策学部　教授］）

コーディネーター

事務局
（研究・地域連携本部　研究・地域連携室）

■調査･研究体制

１．震災復興研究部門（部門長　小川晃子［社会福祉学部　教授］）
　東日本大震災津波の被災地､被災者のニーズに対応した諸課題を調査研究する部門

２．地域社会研究部門（部門長　劉文静［高等教育推進センター　教授］）
　住民､環境､文化､歴史､観光などの観点から地域がかかえている長期的･構造的な諸問題を調査研究する部門

３．地域マネジメント研究部門（部門長　植田眞弘［研究・地域連携本部　特任教授］）
　行政課題に対応した「まちづくり・地域づくり」を法、制度､政策などの観点から調査研究する部門


